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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 6,332 ― 154 ― 145 ― 68 ―
20年3月期第1四半期 5,084 △6.3 91 △67.8 208 △37.1 100 △51.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 2.36 ―
20年3月期第1四半期 3.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 14,604 6,982 47.4 237.97
20年3月期 15,369 7,123 46.0 242.91

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  6,919百万円 20年3月期  7,062百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 0.00 ― 6.00 6.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 14,250 ― 614 ― 602 ― 364 ― 12.55
通期 28,293 15.0 1,373 46.1 1,350 35.4 817 19.9 28.11

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

〔（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。〕  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。〕  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等に
より、上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ページ【定性的情報・財務諸表
等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  29,786,400株 20年3月期  29,786,400株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  711,300株 20年3月期  711,300株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  29,075,100株 20年3月期第1四半期  29,314,757株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した信用収縮懸念も燻

る中、原油価格の高騰や原材料価格の値上がりが企業収益を圧迫し、生活必需品を中心に物価上昇が見え始める等、

景気は総じて調整色の強い展開となりました。

このような状況の中、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績は、当社グループの主力事業であるＰＤＰ

用光学フィルター製品の受注数量が拡大したこと等により、売上高が6,332百万円となりました。損益に関しましては、

フラットパネルディスプレイ部門における工程自動化等、生産効率向上の取組みが業績に貢献し、営業利益が154百万

円となりました。また、当第１四半期連結会計期間におきましては、大きく利益に影響する営業外損益や特別損益が

発生しなかったことから、経常利益が145百万円、四半期純利益が68百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

フラットパネルディスプレイ部門

当部門の業績は、薄型テレビ市場の順調な拡大を背景に、当社グループの主力事業であるＰＤＰ用光学フィルター

製品の受注数量が大幅に拡大し、その他光学機能性フィルム関連事業の業績も堅調に推移いたしました。

この結果、売上高5,296百万円、営業利益227百万円となりました。

クリーン・エコエネルギー部門

世界的な環境意識の高まりにより、太陽光発電市場は、より活発化しており、当社グループはシリコン原材料の調

達に積極的に取組み、生産稼働率の向上を図るとともに業績の向上に努めました。

この結果、売上高609百万円、営業損失59百万円となりました。

メカテクノロジー・その他部門

当部門の産業機械事業につきましては、社内設備への対応を中心に活動した結果、費用が拡大いたしましたが、商

事事業及び物流事業は当初の見込みのとおり推移いたしました。

この結果、売上高426百万円、営業損失22百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が14,604百万円となり、前期末比765百万円の減少となりまし

た。主なプラス要因は、設備投資による機械装置の増加87百万円であり、主なマイナス要因は、現金及び預金の減少

236百万円、売掛金及び受取手形の減少403百万円等であります。

負債は7,621百万円となり、前期末比624百万円の減少となりました。主なプラス要因は、短期借入金の増加497百

万円であり、主なマイナス要因は、支払手形及び買掛金の減少409百万円、長期借入金の減少377百万円等であります。

また、株主資本は利益剰余金の減少105百万円等により6,894百万円となり、純資産は6,982百万円となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

当第１四半期の業績結果は、平成20年5月16日に発表いたしました連結業績予想に対し、短期的な受注数量の変動を

受けながらも、順調に推移していると判断しており、第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想に変更はありませ

ん。



４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

・簡便な会計処理

１．税金費用については、当第１四半期連結会計期間は、原則として年度決算と同様の方法によって計算して

おります。ただし、加減算項目や税額控除項目は重要なものに限定して計算しております。

２．通常の販売目的で保有するたな卸資産において、収益性の低下が明らかなものについては、正味売却価額

を見積り、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

３．一般債権（経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する債権）の貸倒見積高については、貸倒実

績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

・会計処理基準に関する事項の変更

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

２．所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できるようになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ただし、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

なお、当第１四半期連結会計期間に発生した新たなリース契約はありませんので、これによる営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

３．通常の販売目的で保有するたな卸資産においては、従来、主として原材料については移動平均法による原

価法、仕掛品については個別法による原価法及び総平均法による原価法によっておりましたが、当第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、主として原材料については移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）、仕掛品については個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）及び総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

（４）追加情報

当社及び国内連結子会社の機械装置（ただし、フラットパネルディスプレイ・フィルム製造設備は除く）の

耐用年数については、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、２～12年

に変更しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微につき、記載を省

略しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,744,935 2,981,285

受取手形及び売掛金 3,276,121 3,679,605

商品 180,238 282,955

製品 30,564 242

原材料 571,987 564,174

仕掛品 428,213 430,935

貯蔵品 14,801 13,320

その他 82,873 143,272

貸倒引当金 △3,920 △3,411

流動資産合計 7,325,815 8,092,381

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,442,753 2,475,103

土地 2,104,258 2,104,258

その他（純額） 2,220,357 2,186,968

有形固定資産合計 6,767,369 6,766,330

無形固定資産   

その他 4,814 4,978

無形固定資産合計 4,814 4,978

投資その他の資産   

その他 511,010 510,549

貸倒引当金 △4,662 △4,662

投資その他の資産合計 506,348 505,886

固定資産合計 7,278,532 7,277,195

繰延資産 163 186

資産合計 14,604,511 15,369,763



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,437,987 2,847,393

短期借入金 2,216,256 1,719,256

1年内返済予定の長期借入金 750,000 750,000

未払法人税等 55,219 262,885

賞与引当金 9,008 29,301

その他 538,541 615,743

流動負債合計 6,007,012 6,224,580

固定負債   

長期借入金 1,533,504 1,911,318

退職給付引当金 617 617

その他 80,788 110,170

固定負債合計 1,614,910 2,022,105

負債合計 7,621,922 8,246,686

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000,007 2,000,007

資本剰余金 2,440,803 2,440,803

利益剰余金 3,091,506 3,197,355

自己株式 △638,019 △638,019

株主資本合計 6,894,297 7,000,146

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,757 △992

為替換算調整勘定 26,518 63,336

評価・換算差額等合計 24,760 62,344

少数株主持分 63,530 60,585

純資産合計 6,982,588 7,123,076

負債純資産合計 14,604,511 15,369,763



（２）四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 6,332,119

売上原価 5,842,084

売上総利益 490,035

販売費及び一般管理費 335,910

営業利益 154,124

営業外収益  

受取利息 2,097

助成金収入 4,520

その他 9,588

営業外収益合計 16,206

営業外費用  

支払利息 13,645

自己株式取得費用 7,300

その他 3,640

営業外費用合計 24,586

経常利益 145,744

税金等調整前四半期純利益 145,744

法人税、住民税及び事業税 48,321

法人税等調整額 25,875

法人税等合計 74,197

少数株主利益 2,945

四半期純利益 68,602



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四

半期連結財務諸表を作成しております。 

（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（要約）四半期連結損益計算書

前第１四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（千円）

Ⅰ　売上高 5,084,898

Ⅱ　売上原価 4,654,024

売上総利益 430,873

Ⅲ　販売費及び一般管理費 339,179

営業利益　 91,693

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息及び配当金 111,760

２．為替差益 692

３．その他　 19,347

営業外収益合計 131,799

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 8,925

２．新株発行費償却 273

３．自己株式取得費用 3,249

４．その他 2,370

営業外費用合計　 14,819

経常利益 208,674

Ⅵ　特別利益  

１．投資有価証券売却益 9,863

特別利益合計　 9,863

税金等調整前四半期純利益 218,537

法人税、住民税及び事業税 114,682

法人税等調整額 2,019

少数株主利益 929

四半期純利益 100,906
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